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データから見た業界の動き（平成29年4月分）
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業界の動き業界の動き
●情報連絡員からの景況報告の概要

▶ 売 上 高 （前年同月比）

▶ 収益状況 （前年同月比）

▶ 景 況 感 （前年同月比）
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●DI値 ▲8（前年同月比±0）
●業種別DI値
　製造業 ▲20（前年同月比▲15）
　非製造業 ±0（前年同月比＋10）
●前月比DI値
　製造業 30ポイント悪化
　非製造業 不変

●DI値 ▲4（前年同月比＋12）
●業種別DI値
　製造業 ▲5（前年同月比＋20）
　非製造業 ▲3（前年同月比＋7）
●前月比DI値
　製造業 不変
　非製造業 4ポイント改善

●DI値 ▲4（前年同月比＋12）
●業種別DI値
　製造業 ▲5（前年同月比＋15）
　非製造業 ▲3（前年同月比＋10）
●前月比DI値
　製造業 5ポイント悪化
　非製造業 不変

　平成29年4月の山梨県内の全業種のDI値は、前年同月比では売上高は不変
だが、収益状況と景況感はそれぞれ12ポイント改善した。
　前月比で比較すると売上高は12ポイント、景況感は2ポイント悪化している
が、収益状況は2ポイント改善している。
　製造業では木材・木製品業界で前年同月に比べ売上高はマイナス40%と大
きく悪化するなど、年度の初めである4月は前年度の生産調整などの反動減等
により前年を下回っている業種が多くみられた。
　非製造業の多くに人手不足の状況が広がりを見せている。技能・技術者の不
足により受注を断る企業もあるとの報告がみられた。
　経営者の高齢化による事業承継問題や、これまで製造業・建設業等における
知識労働者、専門職の不足がサービス業にも広がりを見せ、人材育成問題は深
刻化している。
　米国・トランプ大統領が対外通商のドル高是正を改めて表明したことに加え
て、朝鮮半島情勢の緊迫化等に伴う地政学リスクが急速に高まったことから、金
融／為替市場は不安定な動きを見せている。他方では新年度を迎えて、原材
料・運送コスト等の負担増や過当競争への懸念も一層増大しているため、中小
企業の先行きは予断を許さない状況にある。

4月分4月分

平成29年

■製造業
●食料品（水産物加工）／ギフト関係は低
調。ホテル・レストラン・居酒屋向けの食
材が落ち込み、全体の売上は前年同月
比84.2%。

●食料品（洋菓子製造）／量販店向けは
横ばい、専門店向やOEMは焼き菓子が
好調のため、全体の売上は前年同月比
108%。

●繊維･同製品（織物）／全体的に低調だ
が、ホテル・マンション関係のインテリア
素材の受注が好調。

●繊維･同製品（アパレル）／人手不足の
ため受注量も減少しているが、縫製工場
の減少も進み先行不透明。

●木材・木製品製造／例年4月の売上は
減少傾向だが、今年は前年同月比40%

と特に悪く先行き不透明。
●窯業・土石（砂利）／工事量は地域によ
る格差が広がっている。

●窯業・土石（山採石）／骨材価格の変動
はみられないがコンクリート製品価格の
低下傾向。先行不透明。

●鉄鋼・金属／仕事量は増加傾向にある
が、既存設備の老朽化が著しい。

●一般機器／長期的だが、組合員企業に
設備投資の動きがある。

●電気機器／年度末に比べ受注は減少
傾向。

●宝飾(貴金属)／修理品対応等の作業の
ため受注品の生産が追い付かず、売上
が減少。　

■非製造業
●卸売（紙製品）／アメリカの好景気によ
り、これまで中国向けだった古紙の輸出
先がアメリカにシフトしている。また、古紙
が高値で取引されるため売上は上昇し
ているが、国内の古紙の排出量が減少
してるため古紙問屋間の仕入れ競争が
激化し、収益難。

●卸売（ジュエリー）／国内の流通は低
迷。4月に開催した甲府ジュエリーフェア
では来場者は9.9%増加したが、売上は
前年比11.2%減少。

●小売（青果）／春野菜の生育の遅れによ
り少々高値で推移。

●小売（食肉）／牛・豚の伝染病等もなく前
年に比べ相場は安定。鶏肉は最大の輸
入国であるブラジルで大掛かりな偽装事
件があり相場が高騰、鶏肉を主体とする
事業者は多少収益につながった。

●小売（電機製品）／組合員の高齢化や
後継者不足等により、組合からの脱退が
年々増えている。

●宿泊業／宿泊客の全体的な動きは少な
いが、信玄公まつりでの宿泊は昨年同
様、組合員企業ではほぼ満室となった。

●美容業／若年層はカットのみだが、高齢
者は複合施術の希要望が多いため客単
価が高い。しかし、新製品による施術を

提案しても節約志向が強く受け入れても
らえない。

●廃棄物処理（事業系）／スーパーマーケ
ット等の集客効果のある場所に古紙や
缶などの回収ボックスが設置され、市町
村の資源物の回収量が大幅に落ち込ん
でいる。

●警備業／年度はじめは公共工事量が減
少するが、春祭り等イベント業務は増加。
人手不足から受注を断る組合員企業も
あった。

●建設業（総合）／4月の県内公共工事動
向は、前年同月比は件数で11%、請負金
額で29%減少。

●建設業（型枠）／新年度に入り公共・民
間問わず仕事量が増加傾向。

●建設業（鉄構）／技能者・技術者の人手
不足が深刻化。鋼材及び鉄スクラップの
価格は上昇しているが、県内の需要が少
ないため、組合員企業に格差が広がって
いる。

●設備工事（電気工事）／公共工事の件
数が前年と比べ減少しており、甲府近郊
での工事がなく先行不透明。

●運輸（タクシー）／異動による歓送迎会
が少なく4月は売上が減少。

ベトナムの縫製専門学校で高い技術を持った人材を育成ベトナムの縫製専門学校で高い技術を持った人材を育成
　当組合は、平成15年1月に設立し、山梨県や神奈川県など東日本の13県の繊維製品製
造業者を組合員として、繊維製品等の共同受注、外国人技能実習生共同受入事業を実施
してきました。
　縫製業界は、人材の確保に苦労している企業が多く、技能実習生を貴重な戦力として活
用しているケースが増えています。
　このような状況から、帰国した技能実習生が日本で習得した技術や日本語を母国で生
かしながら人材育成も担うことを目的に、昨年9月にはベトナムに縫製専門学校を設置し
ました。入学希望者が多く、本年度は40名が合格しました。
　これまで組合では、募集や事前研修は現地の職業訓練学校等に任せ、実際は面接のみで、
実習生の人柄や能力は十分判断できない状況で受け入れていました。今回の学校設置に
より、専門学校で勉強している生徒の中から企業にあった人材を採用し日本での技能実
習への移行をスムーズに進めることができるようになり、学校への評価は高くなっていま
す。また、2年後にはカンボジアにも専門学校を設置したいと計画しています。

　縫製業は、世界的なコスト競争の中
で人件費の安い新興国で成長していま
す。こうした中に、日本の高い縫製技術
を維持するためには、技術のある技能
実習生により各社の持つ技術水準を維
持することが業界の生き残りのために
必要です。人材不足に悩んでいる業界
の技術水準の維持と発展に貢献できる
学校の役割は大きいと実感しています。
　外国人技能実習制度については制度が改正され、適正な事業実施に向けてのチェック
が厳しくなりました。組合では、引き続き技能実習生を通じた技能等の移転と経済発展を
担う人材育成という制度の趣旨に基づいて、国際協力・国際貢献の取り組みを行っていき
ます。
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　東日本NEXT・SUPPORT協同組合　理事長　小田切 賢二 氏

小田切理事長と専門学校先生・生徒


